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はじめに

○ 本報告書は、平成31年４月９⽇に公表されたアクションプラン
第１期計画（令和元〜２年度）および令和３年4月16⽇に公表され
た第２期計画（令和３〜５年度）の５年間の取組状況について、宗
谷線アクションプラン実⾏委員会が検証を⾏い、その結果を取りま
とめたものである。

○ 第１期・第２期計画期間ともに、新型コロナウイルス感染症拡大
の影響を受けたが、感染拡大防⽌に最大限留意しながら、線区を活
性化するためアクションプランの推進に取り組んだ。加えて、令和
５年度は、公共交通の利⽤実態・意向調査、都市間移動の利⽤促進
やバスとの連携に資する各種実証事業にも取り組んだ。

○ 本検証を踏まえ、宗谷線を持続的に維持する仕組みを構築するた
めの検討等につなげていく。
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１ 目的・具体的取組の基本方針
(1)目的
○宗谷線を持続的に維持していくため、ＪＲ北海道と地域の関係者
は、収支改善に資する具体的な取組を進める。

○これにより、ＪＲ北海道と地域の関係者が一体となって取り組む
気運を醸成する。

(2)具体的取組の基本方針
○マイレール意識醸成など、ＪＲ北海道と地域の関係者が宗谷線の
維持･活性に向けて更に一体となって取り組む。

○宗谷線の収⼊を増やし、経費を節減するにあたって、利⽤促進策、
経費節減策、鉄道施設の⾒直しについて、具体的な検討や取り組
みを⾏う。

○地域関係者にとっての都市間輸送と⽣活路線としての特性を持つ
ことに加え、交流⼈⼝を更に拡大していく観光路線としての特性
も合わせ、これら３つの側面を活かした取り組みを⾏う。
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◎︓計画した取組を全て実施し、効果検証できたもの ○︓計画した取組の⼀部を実施し、効果検証できたもの
△︓新型コロナの影響により、計画した取組が実施できなかったもの、または、取組を実施したものの、効果検証が⼗分にできなかったもの
×︓計画した取組が実施できなかったもの、または、取組を実施したものの、効果検証ができなかったもの

２ 具体的取組の検証①
(1)実施状況
・総括的検証にあたり、取組実施及び効果検証における新型コロナの影響の
有無を明確にし、第１期計画期間も含めた再検証を実施。

・38件の取組については、新型コロナの影響により、効果を十分に検証でき
ず、うち６件については計画した取組そのものが実施できなかった。

第１期 第２期 合計
件数
(割合) 主な取組 件数

(割合) 主な取組 件数
(割合)

◎ 65
(76%)

・広報誌等による鉄道利⽤の呼びかけ
・観光列⾞「⾵っこそうや」による観光需

要の創出
74

(64%)
・駅の移設・駅名改称
・ご利⽤の少ない駅の⾒直し

139
(69%)

○ 3
(3%)

・リーフレットの作成
・駅の⼀部を移住促進の相談コーナーとし

て使⽤
7

(6%)
・高齢者へのＪＲ回数券の交付
・利⽤促進等市⺠ツアーの実施

10
(5%)

△ 17
(20%)

・駅等におけるイベントの実施
・地域のイベントと連携した鉄道利⽤促進

の実施
・特急列⾞内での特産品販売

21
(18%)

・観光列⾞「花たびそうや」運転による地
域と⼀体になったおもてなし・賑やかし
の取組

・駅前広場のイベント活⽤
・特急列⾞内での特産品販売

38
(19%)

× 1
(1%) ・業務委託のご相談 14

(12%)
・業務のお手伝いのお願い
・地元限定宗谷本線グッズの販売

15
(7%)

合計 86 116 202
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※具体的取組、検証結果等の詳細は別紙を。参照。



２ 具体的取組の検証②

(2)取組項目別実施状況
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実施状況
取組結果

◎ ○ △ × 計

利
⽤
促
進

共通 71 5 9 4 89
統計等では把握しがたいお客様の層等を把握する実態調査や通勤の
際の鉄道を含めた公共交通利⽤促進等は実施したが、列⾞乗⾞体験
等は新型コロナの影響により実施できなかった。

生活
利⽤ 9 1 0 0 10 駅移設による利便性向上などを実施した。

観光
利⽤ 37 1 27 5 70

観光列⾞「⾵っこそうや」による観光需要の創出は実施したが、駅
舎のイベント活⽤・駅前まつりは新型コロナの影響により実施でき
なかった。

広域
交通 3 1 1 0 5 学校⾏事等での鉄道利⽤促進などを実施した。

経費節減 10 1 0 4 15 ご利⽤の少ない駅の⾒直し等は実施したが、業務委託のご相談等に
ついては実施できなかった。

その他 9 1 1 2 13 客貨混載などを実施した。

合計 139 10 38 15 202



３ ５年間の象徴的な取組について
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観光列⾞の運⾏
「⾵っこそうや」号を令和元年7月28日〜9月８日の
14日運転(乗⾞効率70%以上:乗⾞計2,651人)、「花
たびそうや」号を令和4年5月14日〜6月5日の土・日
曜日８日間(78人/日)、令和5年5月13日〜6月4日の
土・日曜日８日間(105人/日)
に運⾏した。宗谷線各停⾞駅
では、地域の皆様がお出迎え、
お⾒送り、特産品販売、観光
アナウンス等のおもてなしを
⾏った。

名寄高校駅供⽤開始
名寄高校へ通学する生徒の利便性向上のため、名寄市の負
担による単独事業として着⼯し、令和4年3月12日に稚内
駅方面へ1.5 km 移設、東⾵連駅から名寄高校駅に改称し、
すべての普通・快速列⾞
（上下計24本）を停⾞とし
た。改称となった名寄高校
駅で「供⽤開始セレモニー」
を開催した。生徒作成のサイ
ンボード除幕、名寄高校吹奏
楽部による演奏が⾏われた。
〔乗降人員は約6倍となった〕

ご利⽤の少ない駅の⾒直し
地域の皆様のご理解をいただき、令和3年3月ダイヤ改
正で12駅、令和４年3月ダイヤ改正で１駅、計13駅を
廃⽌、また令和3年4月から16駅が自治体による維持
管理駅となった（経費節減
想定 年間約0.4億円）。

廃⽌前日、各駅において
沿線自治体等による、さよ
ならイベントが実施され、
地域の皆様が横断幕やお手
振り等で列⾞のお⾒送りを
⾏った。

「宗谷線ステーションカード」の配布
宗谷本線活性化推進協議会は、令和元年度から令和
４年度までの期間、毎年度3,000枚(4年×3,000枚
計12,000枚)を作成し、宗谷線12駅の概要や駅周辺
の観光地等を掲載した
オリジナルカードを宗
谷線の利⽤者を対象に
配布することにより、
宗谷線の利⽤促進と沿
線地域の魅⼒発信を図
った。

利⽤
促進

利⽤
促進

経費
節減

意識
向上



■調査期間:令和５年8月中旬〜9月中旬 ■調査対象:沿線旭川市〜稚内市12市町居住の800名
(回答336名 42％)※18歳以上高校生は除く無作為抽出
①利⽤頻度︓ＪＲ・バス ②公共交通の重要度︓ＪＲ・バス ③今後の利⽤動向︓ＪＲ・バス

41%

31%

16%

28%

9%

7%

3%

3%

31%

31%

JR

バス

今後も利⽤する 今後は利⽤するようになる

今後、利⽤回数は減って⾏く 今後は利⽤しなくなる

今後も利⽤しないと思う

４ 調査・実証事業 結果検証①
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公共交通利⽤実態調査（地域住⺠アンケート・令和5年8〜9月）

○「総括的な検証」を⾏うにあたり、データとファクトに基づき検証を⾏うため、国及び北海道
の補助⾦を活⽤し、令和５年度に調査・実証事業を実施。

53%

46%

26%

33%

12%

16%

JR

バス

とても重要 まあ重要
どちらとも言えない あまり重要ではない
重要ではない 無回答

日常的な利⽤（週２日以上）がＪＲで10％、
バスで5%と少なく、JRで44%、バスで60%
がまったく使わないと回答。
ＪＲを利⽤しない理由（149件中）
○⾞の方が自由度が高い109件(73%)
○乗る習慣がない45件(30%)

バスを利⽤しない理由（201件中）
○⾞の方が自由度が高い150件(75%)
○乗る習慣がない69件(34%)

公共交通としてＪＲ・バスともにとても重
要とまあ重要を合算すると7割強となる。
ＪＲが重要と思う理由（267件中）
○なくなると地域がさびれる163件 (61%)
〇通学に必要145件(54％)
○高齢者・体の不自由な方のために必要
142件(53％)
バスが重要と思う理由（266件中）
○高齢者・体の不自由な方のために必要

152件(57％)
○通院に必要131件(49％)

今後の利⽤動向はＪＲが16％、バスが
28％が利⽤するようになると回答。
ＪＲの利⽤動向
○全体の３割は今は利⽤していないし、今後
も利⽤しないとしているが、今は利⽤してい
ないが今後は利⽤するも２割に上っている。
バスの利⽤動向
○全体の３割が今は利⽤していないし、今後
も利⽤しないとしているが、今は利⽤してい
ないが今後は利⽤するも３割に上っている。

※鉄道・バス共通時刻表については、鉄道とバスを組み合わせると便利とわかったことや鉄道やバスをもっと利⽤しようと思っ
たとの回答が延べ５０％あった。

10%

5%

11%

14%

19%

12%

16%

9%

44%

60%

JR

バス

週2日以上 月1〜４日
年2〜3回 年1回以下
全く使わない



４ 調査・実証事業 結果検証➁
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公共交通利⽤実態調査（高校⽣向け）
■調査内容︓宗谷線沿線の高校通学生600人対象調査（令和５年９月）・回答108人(回答率18.0%)

7 34 19 16 3 21 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①JRの満⾜度

満足 やや満足
どちらでもない やや不満
不満 無回答

（単位︓%）

28 26 24 411 24 9 31 4

0 50 100 150 200

②JR通学の主な理由

自宅から駅まで近い 学校が駅から近い
運⾏時間が良い 時間が正確
早い 運賃・定期代が安い
座って通学できる その他

（単位︓件）

JRを利⽤して通学している理由
は、自宅から駅まで近い、学校が
駅から近い、ちょうどいい時間に
列⾞がある、運賃・定期代が安い
の４つが主な理由である。
バスではなくＪＲを利⽤する理由
バスでも通学可能な生徒を対象と
して、バスではなくＪＲを利⽤す
る理由の問いには69％が定期代が
安いからと回答。

通学時間合計が平均で61.8分と
なっており、稚内〜幌延では80
分となっている。

⾃宅⇔駅の交通手段(複数回答)
・自転⾞・バイク 44%
・家族の送迎 31%
・徒歩 21%

11.48 35.25 15.1

0 50 100

③通学時間（平均）

自宅⇔駅

の所要時間

JRの

乗⾞時間

駅⇔学校

の所要時間

（単位︓分）

合計
61.83分

全体では、満足（満足、やや満足）
割合が41％、不満（やや不満、不
満）割合は19％となり、満足が上
回っている。

項目別満⾜度（満⾜と不満の差）
・⾞内サービス（＋評価） +36％
・他交通機と接続（＋評価）+21％
・運⾏時間帯（－評価） －25% 
・運⾏本数（－評価） －20％



４ 調査・実証事業 結果検証③

○事業概要
・R5年８月21日〜8月29日で実施 (土日除く7日間)
・幌延〜稚内高校・稚内⼤谷高校間で登校時に利⽤されてい

る普通列⾞(4321D)と同時間帯で乗⾞できる高校直通バス
を運⾏。

○目標 21人/日（令和4年度の通学調査による人数）
○実績 19人/日

○アンケート調査の結果
・普段の通学は、85%がJRを利⽤している。(図1)
・通学所要時間は、61分から90分が半数以上が占める。
・直通バスは、「学校直通であること」について、全員が
とても良いと評価（図２）。「乗⾞駅の出発時間」「学校
到達時間」については、９割以上に良いと評価された。

・⼀方「JR駅で乗れること」については、６割がとても良い
と評価した⼀方で、駅以外の停留所の希望も４割あった。

・実証運⾏の評価は、登校時のみの運⾏であったが、下校時
もあると良いが８割であった。

○実施結果をふまえた評価
・高校直通バスの総合評価については、全員が好意的評価と

なった。(図3)
・意⾒としては、多くが「駅から学校までの移動が楽」と

回答している。また、登校・下校とも直通バス運⾏への
期待感が示された。

・利⽤意向は、登校・下校時の運⾏への期待が示された形
だが、下校時間がバラついており、列⾞ダイヤに加えた
運⾏が必要となるなど、課題が多い。
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図1. 通学に利⽤している交通機関

図2. 学校直通であること

図３. 高校直通バスの総合評価について

高校直通バス実証運⾏



４ 調査・実証事業 結果検証④

9

○事業概要
・R5年８月21日〜9月3日で実施(14日間)
・特急列⾞が停⾞していない⽐布駅・剣淵駅に特急列⾞を

停⾞
○目標 ⽐布駅126人、剣淵駅98人(１日あたりの駅乗⾞人員１割増）

※⽐布駅9人×14日間、剣淵駅7人×14日間
○実績 ⽐布駅:71人、剣淵駅:23人
○アンケート回収数

・⽐布駅依頼分 配布38組 13人（回収率34.2%）
・剣淵駅依頼分 配布22組 9人（回収率40.9%）

○アンケート調査の結果
・利⽤者の居住地は⽐布駅利⽤者が５割強、剣淵駅利⽤者が

４割強であり、半数は地元以外の利⽤者となった。(図 1)
・ 日常の宗谷線利⽤頻度については、年2〜3日の約5割で、

年1日の1割を加えると約６割は月に1回にも満たない低
頻度である。(図 2)

・特急列⾞の停⾞については、9割が肯定的に評価してい
る。また、期待感では6割が通年で続けてほしいと回答
している。通年で実施してほしいは剣淵駅利⽤者が約8割
に対して⽐布駅利⽤者は５割を割る回答となった。

○実施結果をふまえた評価
・特急列⾞による利⽤増の効果については、自分は⼤いに

増えるが約４割、自分はともかく利⽤する人は増える4
割、⼀方、自分の利⽤は変わらないは約１割となってい
る。(図 3)

・⼀日平均は2駅合計で8.6人(⽐布駅6.5人、剣淵駅2.1人)
であり、サンプル数が僅少であった。

・日常的に実施するためにはホーム延⻑が必要などの課題がある。

図 1. 居住地

図 2. 日常の宗谷線利⽤頻度

図 3. 特急停⾞による宗谷線利⽤増の効果

⽐布駅・剣淵駅に特急列⾞を停⾞



４ 調査・実証事業 結果検証⑤

10

○事業概要（R5年9月1日〜9月30日で実施）
・名寄市、美深町、音威子府村、中川町、幌延町、

豊富町、稚内市の地域住⺠を対象に、名寄駅・
稚内駅間内の各区間の特急料⾦(指定席も可)
から10円を差し引いた額を助成

○目標 125人増（月あたりの稚内・名寄間利⽤者数１割増）
○申請実績 44件(片道で計上)

・利⽤申請人数︓22件
○アンケート調査の結果

・名寄市10件、他の市町村12件
〇利⽤目的(図1)

・観光・遊び（4人）、買い物・飲食（3人）、親戚・友人・
知人宅訪問（2人）など幅広い目的で使われていた。
その他（1人）は演劇鑑賞。

〇普段の交通手段（複数回答）(図2)
・上記の目的での普段の交通手段は自家⽤⾞（5人）、

JRの特急（5人）が多いが、JRの普通列⾞（4人）を併
せると、JR利⽤の方が多くなっている。

〇助成の効果(図3)
・⼤半は、特急利⽤を⾒直すきっかけになる（8人）とし、助成

がなくても特急利⽤促進につながる（1人）を合わせると、事業
自体の特急利⽤につながる効果は⼀定程度あったものと⾒られる。

1人

3人

2人

4人

1人

1人

0人 1人 2人 3人 4人 5人

通院・介助

買い物・飲食

親戚・友人・知人宅訪問

観光・遊び

出張・ビジネス

その他

図1. 利⽤目的

5人

4人

0人

5人

0人

0人

0人 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人

JRの特急を利用

JRの普通列車を利用

路線バスを利用
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図3. 助成の効果

【まとめ】
○学生を除くと日常的にJRを利⽤する住⺠が極めて少ない⼀方、今は利⽤していないものの今後は利⽤する割合が約２割ある。
○高校直通バスは利便性が高く、沿線地域の公共交通の維持・利便性向上を図るための選択肢の１つであることが明確になった。
○⽐布・剣淵駅への特急停⾞は通年実施の期待感があるものの、ホーム延⻑の必要があるなど課題がある。
○地域住⺠向け特急列⾞助成は特急利⽤を⾒直すきっかけとなり、特急列⾞利⽤促進効果が⼀定程度あった。



①令和４年度（年間）
・線区別収支は▲5,861百万円となり、新型コロナの影響を受けご利⽤が減少し
たほか、原油価格高騰による動⼒費の増加等により営業費⽤が増加し、基準と
した平成29年度より297百万円下回った。

・輸送密度は名寄・稚内間で209⼈/⽇、旭川・名寄間で972⼈/⽇となり、 新
型コロナの影響等により、基準とした平成29年度よりそれぞれ143⼈/⽇、
480⼈/⽇下回った。

②令和５年度（上期）
・線区別収支は▲2,498百万円となり、平成29年度より152百万円下回った。
輸送密度は名寄・稚内間で272⼈/⽇、旭川・名寄間で1,127⼈/⽇となり、
平成29年度よりそれぞれ102⼈/⽇、321⼈/⽇下回った。

５ 基本指標･関連指標の検証①
(1)基本指標の概況

項目 平成29年度 令和４年度 対目標 目標達成
線区別収支
（百万円） ▲5,564 ▲5,861 ▲297 未達成

輸送密度
（人/日）

名寄〜
稚内 352 209 ▲143 未達成

旭川〜
名寄 1,452 972 ▲480 未達成

▼基本指標の達成状況

11

【年間】 【上期】
平成29年度 令和５年度 増減

▲2,346 ▲2,498 ▲152

374 272 ▲102

1,448 1,127 ▲321



５ 基本指標･関連指標の検証②

(2)線区収支・輸送密度の推移

12

営業収益、輸送密度については令和元年度にかけて漸減傾向であったが、新型コロナの影響等により⼤き
く減少し、現在は回復の途上にある。営業費⽤については令和3年度に新型⾞両による減価償却費増や動
⼒費が増加した⼀方、⾞両や施設の維持、修繕費が減少した結果、平成29年度より減少している。

（百万円） (人/日)

12駅廃⽌
17駅自治体管理

減価償却費 +246

運賃改定
収支へ
の影響

⊕

⊖

アクションプラン実施期間

新型コロナ

1,102 1,043 1,033
601

644 783
454

6,666 6,363 6,171
6,368

6,668 6,644

2,952

△5,564 △5,321 △5,138
△5,767 △6,024 △5,861

△2,498

1,452
1,393 1,336

827 845
972

1,127

352 335 316
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H29年度 (H30年度) R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度(上期)

営業収益 営業費⽤ 営業損益 輸送密度(右軸)

旭川〜名寄

名寄〜稚内

(参考)



５ 基本指標･関連指標の検証③

(3)営業収益・営業費⽤の内訳

13

①営業収益（単位︓百万円） ②営業費⽤（単位︓百万円）

新型コロナの影響による特
急利⽤の減等により令和２
年度から定期外収⼊が減少
し現在は回復途上にある。
定期収⼊は通学生の減によ
り減少傾向にある。

H100形投⼊による減価償却費や原油高による費
⽤増加があった⼀方、⾞両修繕等に係る費⽤が令
和３年度からの特急サロベツ季節化等により減少
したことや施設修繕費の減により平成29年度と⽐
較して22百万円減少している。

特急宗谷・サロベツ輸送実績
（千⼈）

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5上

180
168

89

163

90

138

67

86 82 85 80 78 80 41 

943 892 883 

459 495 
627 

387

73 
69 65 

62 71 

76 

26
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1,043 1,033 
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644 

783 

454 
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1,000

1,200

H29年度 (H30年度) R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

(上期)定期 定期外 その他

1,920 1,925 1,906 1,822 1,882 2,049 
918

904 868 850 784 796 764 

451

2,179 1,976 1,869 2,092 2,063 2,021 

855

702 676 645 752 998 863 

372

844 797 785 795 797 819 

297

6,666 6,363 6,171 6,368 6,668 6,644 

2,952 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H29年度 (H30年度) R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

(上期)
輸送に直接必要な費⽤ ⾞両の維持や修繕等に係る費⽤

施設の維持や修繕等に係る費⽤ 減価償却費

その他（管理費等） 諸税

（参考） （参考）



６ ５年間の総括的な検証①
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○ 宗谷線アクションプランは、利⽤者が少なく鉄道を持続的に維持する仕組みの構築
が必要な線区において、ＪＲ北海道と地域の関係者が一体となって、利⽤促進やコス
ト削減など収支改善に資する具体的な取組を進め、取組を毎年度検証し、２次交通も
含めたあるべき交通体系について、徹底的に検討を⾏うことを目的として、平成31
年にスタートした。

○ 第１期・第２期集中改⾰期間の５年間において、新型コロナウイルス感染症拡大の
影響により、駅等におけるイベントの実施など、予定どおり実施できなかった取組が
あったものの、
・観光列⾞「⾵っこそうや」による観光需要の創出
・東⾵連駅の移設・駅名改称（改称後︓名寄高校駅）による利⽤拡大などの取組
・ご利⽤の少ない駅の⾒直し（13駅の廃⽌、16駅の⾃治体による管理）等のコスト
削減の取組を実施した。
これにより、ＪＲ北海道と地域の関係者が一体となって取り組む気運が着実に醸成

され、当初計画になかった地域の⼩学⽣を対象とした鉄道乗⾞体験ツアー等といっ
た、宗谷線を活性化する追加の取組の創出や実施につながった。加えて駅の廃⽌や⾃
治体管理による経費節減などの効果も⾒られた。



６ ５年間の総括的な検証②
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・一方で観光列⾞の運⾏や特急⾞内における特産品販売などでは、新型コロナウイル
ス感染症拡大の影響により、中⽌又は規模縮⼩もあり、計画した202件の取組のう
ち、38件（地域のイベントと連携した鉄道利⽤促進の取組など）については、期
待された効果が発揮されず、その効果を十分に検証することができなかった。

・なお、15件（業務のお手伝いのお願いなど）については、関係者との調整や協議
に時間を要したことなどにより計画した取組を実施できなかった。

○ また、令和５年度においては、これまでのアクションプランの取組に加え、データ
とファクトに基づく議論を⾏い、これまで以上に踏み込んだ線区評価と実効性のある
対策案の検討を進めるべく、国や北海道より新たに措置された補助制度を活⽤し、
・調査事業では、公共交通利⽤実態調査
・実証事業では、
①高校直通バス実証運⾏
②⽐布駅・剣淵駅における特急列⾞の停⾞
③名寄・稚内間における地域住⺠向け特急料⾦助成

を実施した。
これにより、

・学⽣を除くと⽇常的に宗谷線を利⽤する住⺠が極めて少ない一方で、今は利⽤して
いないものの今後は利⽤するとの回答が16％あること、また、高校⽣対象の調査
では、通学時間が平均62分であり、⾃宅から駅までの移動手段は⾃転⾞・バイク
が44％と最も多い実態を確認したこと



６ ５年間の総括的な検証③
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・高校直通バスは利便性が高く、沿線地域の公共交通の維持・利便性向上を図るため
の選択肢の１つであることが明確になったこと

・⽐布・剣淵駅への特急停⾞は通年実施の期待感があるものの、ホーム延⻑の必要が
あるなど課題があること

・地域住⺠向け特急列⾞助成は特急利⽤を⾒直すきっかけとなり、特急列⾞利⽤促進
効果が一定程度あること

を確認することができた。

○ 上記のとおり、アクションプランに基づく取組等を進めてきたものの、約３年間に
わたる新型コロナウイルス感染症拡大やそれに伴う⾏動制限・⾏動変容等により、⽣
活面・観光面での利⽤はいずれも大幅に減少し、基本指標となる線区収支・輸送密度
はいずれも目標未達が続いており、収支改善・利⽤拡大につながる事業の抜本的な改
善方策の検討には至ることができなかった。

○ 一方で、ポストコロナを迎え、令和５年度においては、⽣活交通の利⽤者数の回
復、国内旅⾏の増加の動きもみられるところである。



６ ５年間の総括的な検証④
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○ このような状況を踏まえ、今後、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により効果
が発揮できなかった利⽤促進等の取組について、内容を⾒直し、実証事業として⾏う
ことも含めて検討・実施する。限りある⾞両でどのようなダイヤが良いかの検討を⾏
い、鉄道設備のスリム化等の徹底したコスト削減にも取組む。
また、令和５年度に実施した調査・実証事業の結果を基に、今後も宗谷線が持続可

能性、利便性、⽣産性の高い地域公共交通への再構築を進めるとともに、地域住⺠等
の都市間利⽤の増加を図るため、
・通学⽣をはじめとした地域住⺠の利便性向上を図るためのバスとの相互連携
・地域住⺠の特急列⾞の利⽤促進等
を検討・実施することで、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で実現できなかった
収益の増加を目指し、地域交通の利便性と持続性の向上を追求する。

○ 宗谷線を維持する仕組みの構築に向け、ＪＲ北海道と地域の関係者は、引き続き一
体となって、これらの徹底した利⽤促進やコスト削減の取組を⾏うとともに、データ
とファクトに基づく議論を重ね、ＰＤＣＡサイクルにより必要な⾒直しを⾏いなが
ら、今後３年間を目途に、事業の抜本的な改善方策をとりまとめる。
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宗谷線 具体的取組
Ⅰ.利用促進

1． 共通

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期
(１) 利用実態調査 ①統計値では把握しがたいお客様の層等 自治体

　 を把握する実態調査の実施 ＪＲ北海道 ◎ ◎

(２) 輸送サービスの向上 ①限りある車両でどのようなダイヤがよいか 自治体
　地域の皆様と意見交換を実施 ＪＲ北海道 ◎ ×

(３) マイレール意識醸成 ①通勤の際の鉄道を含めた公共交通利用促進 ◎

ア．市職員及び市内事業者のエコ通勤への取組 自治体 ◎
その他

イ．通勤・出張等の際の鉄道を含めた 自治体 ◎
　　公共交通機関利用の呼びかけ

②公共交通機関利用の呼びかけ

　ア．市内資料館でのＪＲ関係企画展の開催 自治体 ◎ ◎

　イ．図書館でのJR関係企画展の開催 自治体 ◎

ウ．広報誌等による鉄道利用の呼びかけ 全自治体 ◎ ◎

　エ．宗谷本線応援ポスターの掲示拡大 自治体 ◎ ×

　オ．自治体ＰＲポスター（宗谷本線ラッセル車写真） ◎
　　　　 の掲示拡大

　カ．博物館等における鉄道の歴史学習等 自治体 ◎ △

　キ．公共交通ご当地キャラクターのｲﾍﾞﾝﾄﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ 自治体 ◎ ◎
　　 等への掲載、グッズの作成・配布

　ク．イベント実施時のＪＲ利用促進ＰＲ 自治体 △ ◎
　　　　 会場でのチラシ配布等

ケ．フォーラムの開催 自治体 ◎

コ．利用促進パネル展の実施 自治体 ◎ ◎

サ．地元住民との懇談会・意見交換会 自治体 ◎ ◎
　　 の実施　

R4 R5

スケジュール

H29 H30
R3

第2期集中改革期間第1期集中改革期間

R１ R2
取組内容

自治体

(第1期) (第2期)

目標達成
事業主体

別 紙
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1． 共通

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期
(３) マイレール意識醸成

シ．協議会等での取り組み 全自治体 ◎ ◎
ＪＲ北海道

ス．園児列車乗車体験 自治体 △ △

セ．中学生地域学習 自治体 △

ソ．駅の愛称の募集・命名 自治体 ◎

タ．高校生による駅の美化活動 自治体 ◎

チ．駅内に鉄道模型を設置 自治体 ◎

ツ．ワークショップの開催 自治体 〇

テ．沿線住民モニター乗車体験 自治体 〇

ト．マイレール意識向上プロモーション 自治体 ×
　　（車内中吊り等）

ナ．廃止２駅を活用した鉄道資料展示館 自治体 ◎

ニ．宗谷本線95周年ありがとう企画 自治体 ◎
(追加)

③鉄道施設見学会などの際にＪＲ社員
　 による線区に関する説明の実施 JR北海道 ◎ ◎

④リーフレットの作成
JR北海道 〇 ×

(４) 他の交通機関等との連携 ①バス、フェリー等との相互連携の推進

　ア．ＪＲダイヤ改正に合わせた地域バス 自治体 ◎ ◎
　　 時刻の変更

　イ．イベント時の駅からの無料シャトルバスの運行 自治体 △ △

R4 R5

スケジュール

H29 H30
R3

第1期集中改革期間
R１ R2

　線区の状況、利用のお願い、集中改革期間の内容等

について利用者にご理解いただく資料の作成

事業主体取組内容
第2期集中改革期間

目標達成

(第1期) (第2期)
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1． 共通

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期
(５) 拠点としての駅の活用 ①観光案内所･売店･飲食店等の設置

　ア．駅と隣接する観光情報センターの 自治体 ◎ ◎
　　　　 設置及び町民乗車票の販売

　イ．移住促進の相談コーナー、観光案 自治体 ◎
　 　　内所、無料レンタサイクル、コーヒー

　　等提供、町民乗車票販売

ウ．駅舎内に交流スペースの設置及び 自治体 ◎
　　カフェ営業、グッズの販売

②駅舎の整備

　ア．町内無人駅の修繕等 自治体 ◎ 〇
ＪＲ北海道

イ．駅の移設、駅名改称 自治体 ◎
ＪＲ北海道

③駅前の整備、活用
　 　ア．駅舎前に花壇を設置する取り組み

自治体 ◎ ◎

イ．パーク&トレインの拡大
自治体 ◎

ＪＲ北海道
ウ．駅前広場の改修

自治体 ◎
ＪＲ北海道

　エ．駅前広場での乗り継ぎ環境向上、
　　　　 案内強化の継続 自治体 ◎ ◎

　オ．駅前広場駐車場との連携による 自治体 ◎ ◎
　 　　利用環境向上 ＪＲ北海道

カ．冬季における駅前の装飾 自治体 ◎ ◎

キ．ポケモンマンホールの設置による駅舎利用 自治体 ◎
　　の促進

ク．駅前広場のｲﾙﾐﾈｰｼｮﾝ 自治体 ◎

R5R4R3

スケジュール

R2
第1期集中改革期間事業主体 第2期集中改革期間
R１

取組内容 H29 H30

目標達成

(第1期) (第2期)
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1． 共通

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期
(５) 拠点としての駅の活用 ④駅の活用

　ア．駅の一部を移住促進の相談コーナーとして 自治体 〇 ◎
　　　　使用 ＪＲ北海道

　イ．駅の未使用空間の利活用 自治体 ◎ ◎

　ウ．駅舎の待合環境の向上 自治体 ◎ ◎
ＪＲ北海道

その他
⑤駅の利便性の向上

ア. 駅裏通路等の新設による利便性向上 自治体 ◎

　イ. 駅前トイレの設置 自治体 ◎ ◎

(６) 当社の行き届かない ①駅での観光案内、外国人通訳の
取組に対するご協力 　確保、きっぷの販売等

自治体
ア．駅におけるきっぷ販売 ＪＲ北海道 ◎ ◎

(７) その他地域の皆様 ①協議会等での取り組み 全自治体
と一体となった取り組み ＪＲ北海道 ◎ ◎

その他
(８) 全道利用促進取組との連携①北海道鉄道活性化協議会との連携

ア．公共交通の利用促進に向けた道民運動の展開 ◎ ◎

イ．鉄道をはじめとする公共交通利用者の拡大 ◎ ◎
　（乗車に繋がる施策の展開）
　・道民の利用拡大
　・観光客の利用拡大
　・利用促進に向けた地域の取組との連携 全自治体
ウ．道外・海外観光客の利用拡大 北海道 △

JR北海道

ウ．本道における鉄道網の重要性や地域の取組 ◎ ◎
     等の全国への発信

エ．感染症により失われた公共交通需要の回復 △

オ．子ども鉄道体験ツアー ◎
(追加)

カ.定期列車の観光利活用の取り組み 自治体 ◎

R4R3

スケジュール

H29 H30
R2

取組内容 事業主体 第1期集中改革期間 第2期集中改革期間
R5R１

目標達成

(第1期) (第2期)
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２． 生活利用

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期
(１) お客様サービスの向上 ①大規模輸送障害発生時の運行情報等 ＪＲ北海道 ◎ ◎

 　の内容充実
　・ホームページでの運行情報の充実
　・外国語での運行情報の充実
②駅移設による利便性の向上 ＪＲ北海道 ◎

(追加)
(２) 公共交通の利用促進 ①鉄道利用促進のための補助制度等

　の検討および導入
ア．高齢者へのＪＲ回数券の交付 自治体 ◎ 〇

イ．高校通学生への通学補助 自治体 ◎ ◎

ウ．ＪＲ乗車運賃等への助成 自治体 ◎ ◎

エ．市民限定ツアーの実施 自治体 ◎
(追加)

R4R2
第1期集中改革期間
R１

スケジュール

H29 H30
第2期集中改革期間取組内容 事業主体

R5R3

目標達成

(第1期) (第2期)
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３． 観光利用

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期
(１) 道内外から宗谷線に ①商品造成やキャンペーンの実施

お越しいただくため 　・LCCとタイアップしたフリーパスの設定 ＪＲ北海道 ◎ ◎
の取組 ・「ANAふるさと納税&きた北海道の返礼品の 自治体

　魅力をﾗﾍﾞﾝﾀﾞｰ編成に乗って満喫しよう」の設定
②お客様のご利用の少ない閑散期の需要創出 ＪＲ北海道
　・フリーパスを活用した宗谷線利用促進の取組 その他 △ ◎
　　
③宣伝協力 ＪＲ北海道
　・駅等での宣伝協力 自治体 ◎ ◎

その他
④観光列車「風っこそうや」観光需要の創出 ＪＲ北海道

全自治体 ◎
その他

⑤観光列車「花たびそうや」運転による地域と一体 ＪＲ北海道
　になったおもてなし、賑やかしの取組 全自治体 △ △

その他
⑥261系5000代「はまなす編施」運転による観光需要の ＪＲ北海道
　になったおもてなし、賑やかしの取組※創出 全自治体 △

その他
(２) 地域の皆様と連携した

取組の推進 　  を対象としたお出かけの呼びかけ

　ア．地域住民を対象とした日帰り旅行の実施 自治体 ◎ ◎

　イ．町民乗車票販売による利便性確保 自治体 ◎ ◎
ＪＲ北海道

　ウ．ヘルシーウォーキングの実施 自治体 ◎ ◎
ＪＲ北海道

その他
②地域のお祭りやイベント等を活用
　した鉄道利用促進

ア．イベント時の特急列車増結への協力 自治体 △
ＪＲ北海道

　イ．友好都市との各種イベントでのＰＲ 自治体 △

　ウ．駅等におけるイベントの実施 自治体 △ △
　　

エ．地域のイベントと連携した鉄道利用促進の実施 自治体 △
その他

　オ．駅前広場のイベント活用 自治体 △
その他

　カ．駅マルシェの開催 自治体 △

　キ．イベント時のJR利用者に対する 特産品プレゼント 自治体 △ △
　 　　

　ク．さっぽろオータムフェストほか地域外イベント 自治体 △ △
　　での宗谷線ＰＲ

　ケ．鉄道関連イベントの実施による 自治体 ◎ △
　 　　 鉄道利用促進の取り組み

H30
R5R4

第2期集中改革期間
H29

第1期集中改革期間
R１

スケジュール

①沿線や周辺地域にお住まいの皆様

取組内容
R2 R3

目標達成

(第1期) (第2期)

事業主体



24

３． 観光利用

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期
(２) 地域の皆様と連携した

た取組の推進 　コ．駅舎内のイベントを活用した地域住民による 自治体 ◎
　 　　賑わいの創出 ＪＲ北海道

サ．駅舎内交流スペースを活用した地域住民(実行 △
　　委員会)によるイベントの実施

　 シ．駅舎のイベント活用 自治体 △
　　駅マルシェの開催、パネル展実施 ＪＲ北海道

ス．駅前まつりの実施 自治体 △
(追加)

③観光資源の積極的な活用

　ア．駅舎や車両を題材とした絵画コンクール等 自治体 ◎ ×
　　の実施

　イ．駅保存のための「ふるさと納税」創設、保全 自治体 ◎ ◎
　　　　 イベントの実施 ＪＲ北海道

ウ．沿線ＰＲ活動等の実施 その他 △

　ウ．冬季における鉄道沿線での撮影者 自治体 ◎
　　　　 に対するマナー啓発及び沿線ＰＲ活動

エ．宗谷本線や沿線写真展の開催 自治体 △

オ．沿線観光名所の整備及び名所を活用した 自治体 ◎ △
　　 イベントの開催 ＪＲ北海道

カ．サイクリング観光客への鉄道利用ＰＲ 自治体 ◎ ◎
その他

キ．新聞広告等を活用した鉄道利用のPR 自治体 ◎ ◎

ク．鉄道利用のPRポスター・パンフレット作成 自治体 ◎ ◎
　　配布

ケ．駅開駅10周年、100周年記念企画の実施 自治体 ◎
ＪＲ北海道

コ.  宗谷線をテーマとしたツアーイベント 自治体 △
(追加)

サ.  市内のえきをめぐるなぞときのたび 自治体 △
(追加)

スケジュール

H29 H30
R5R4

第2期集中改革期間事業主体
R１
第1期集中改革期間取組内容

R2 R3

目標達成

(第1期) (第2期)

自治体
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３． 観光利用

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期
(２) 地域の皆様と連携した

取組の推進 シ．ＪＲ宗谷線で行く「子ども体験学習ツアー」 自治体 ◎
(追加)

④パンフレットやＨＰの作成連携

ア．イベントパンフレットや観光案内 自治体 ◎ ×
　　 パンフレットによるＪＲ利用の呼びかけ

イ．観光パンフレットで町内各駅紹介 自治体 ◎

ウ．秘境駅キャラクター利活用 自治体 ◎ ◎
　　（名刺・ラインスタンプ等）

エ．ホームページによる情報発信 自治体 ×

⑤宗谷線を組み入れた旅行会社等と
　協力したイベント等の企画・実施

ア．利用促進等市民ツアーの実施 自治体 ◎ 〇

⑥特産品･グッズ等の企画･販売

ア．地元限定宗谷本線グッズの販売 自治体 △ ◎
　　およびふるさと納税返礼品化

イ．駅PRグッズ販売、ふるさと納税返礼品化 自治体 ◎

ウ．鉄道利用促進記念証等制作販売 自治体 ◎

エ．地元限定宗谷本線グッズの販売 自治体 ×

オ．宗谷本線グッズのふるさと納税返礼品化 自治体 ×
(追加)

⑦特急列車内の特産品販売 自治体
　・宗谷線における継続実施 ＪＲ北海道 △ △

その他
⑧サイクリング観光客への鉄道利用ＰＲ

自治体 ◎
その他

⑨駅新駅舎グランドオープン周年記念企画 自治体

ＪＲ北海道 ◎
(追加)

スケジュール

H29 H30
R5R4

第2期集中改革期間取組内容 事業主体
R１
第1期集中改革期間

R2 R3

目標達成

(第1期) (第2期)
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４． 広域交通

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期
(１) 出張や都市間移動等 ①官公庁における出張時の鉄道利用の取り組み

での鉄道利用

　・出張時の鉄道利用促進 自治体 △ 〇

②学校行事等での鉄道利用促進
　 課外活動等におけるＪＲ利用の呼びかけ 自治体 ◎

③えきねっとトクだ値による需要や
　 動向を踏まえた割引の設定 ＪＲ北海道 ◎ ◎

Ⅱ．経費節減

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期
(１) 業務の一部をお願い ①業務委託の実施 自治体

することによる経費 　 ＪＲ北海道 ◎ ◎
圧縮 　　

②業務委託のご相談 自治体 × ×

ＪＲ北海道

その他

③業務のお手伝いのお願い 自治体 ◎ ×

ＪＲ北海道

その他

④当社の行き届かない取組に対するご協力 自治体 ◎ ◎

ＪＲ北海道

その他

⑤駅舎、待合室の自治体等による維持管理 自治体 ◎ ◎

(２) コストダウンの取組 ①ご利用の少ない駅の見直し 自治体 ◎ ◎

に対するご理解 ＪＲ北海道

②駅廃止に伴う企画実施

自治体 ◎

(追加)

③ご利用の少ない踏切の見直し 自治体 〇 ×

ＪＲ北海道

スケジュール

H29 H30

R4 R5

スケジュール

H29 H30
R2

第1期集中改革期間

R4

R１

第2期集中改革期間

取組内容 事業主体

事業主体 第1期集中改革期間
R１ R2

目標達成

(第1期) (第2期)
R3

R3
第2期集中改革期間

R5

目標達成

(第1期) (第2期)

取組内容
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Ⅲ.その他

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期

(１) あるべき交通体系 ①さらに利用されるダイヤの構築の研究 自治体 ◎ ×

について徹底的な  　 ＪＲ北海道

検討   その他

②２次交通との連携に向けた検討 自治体 ◎ 〇

ＪＲ北海道

(２) 拠点としての駅の活用 ①観光案内所・売店・飲食店等の設置拡大の検討 自治体 ◎

ＪＲ北海道

その他

②駅を中心とした街づくり 自治体 ◎

　 スリム化の可能性について検討・駅周辺に店舗・公共施設の設置の推進のお願い ＪＲ北海道

(３) 中長期的な利用促進策 ①中長期的な視点に立った 自治体 △ ◎

についての検討 　 利用促進の可能性について検討 ＪＲ北海道

その他

(４) 中長期的な経費節減策 ①中長期的な視点に立った設備 自治体 ◎ ×

についての検討 　 スリム化の可能性について検討 ＪＲ北海道

(５) 客貨混載の実施 ①継続実施 ＪＲ北海道 ◎ ◎

自治体

その他

(６) 中長期的に鉄道設備を維持①集中工事等を実施する仕組みづくりを関係自治体と ＪＲ北海道 ◎

するための取組の検討 　協議を行う。 自治体

その他

取組内容 第2期集中改革期間
R4

事業主体
R１ R2 R3
第1期集中改革期間

R5

スケジュール

H29 H30

目標達成

(第1期) (第2期)


